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北九州市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

令和３年９月３０日 

北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市規則第４５号 

   北九州市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則 

北九州市子ども・子育て支援法施行細則（平成２７年北九州市規則第２０号

）の一部を次のように改正する。 

別表の備考第８項第１号ア及びイ以外の部分中「次のア又はイに掲げる」を

「特定被監護者等のうち２番目の年長者である」に改め、同号ア及びイを削り

、同項第２号アからウまで以外の部分中「次のアからウまでに掲げる」を「特

定被監護者等（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）であ

る」に改め、同号アからウまでを削り、同表の備考第１０項各号列記以外の部

分中「次に掲げる」を「特定被監護者等（そのうち最年長者である者を除く。

）である」に改め、同項各号を削る。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後に行われる子ども・子

育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項に規定する特定教

育・保育、同法第２８条第１項第２号に規定する特別利用保育、同項第３

号に規定する特別利用教育、同法第２９条第１項に規定する特定地域型保

育、同法第３０条第１項第２号に規定する特別利用地域型保育、同項第３

号に規定する特定利用地域型保育及び同項第４号に規定する特例保育（以

下「特定教育・保育等」という。）について適用し、同日前に行われた特

定教育・保育等については、なお従前の例による。 
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北九州市スポーツ施設条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する

。

令和３年９月３０日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第４６号

北九州市スポーツ施設条例施行規則の一部を改正する規則

北九州市スポーツ施設条例施行規則（平成２０年北九州市規則第２３号）の

一部を次のように改正する。

別表第２の冷暖房設備の専用の総合体育館の項中

第１競技場 消費したガス量１立方メートル当たり

６１円（１月から３月まで、１１月及

び１２月にあっては、１６５円）

消費電力量１キロワット時当たり２２

円（７月から９月までにあっては、２

４円）

第１競技場 消費したガス量１立方メートル当たり

６１円（１月から３月まで、１１月及

び１２月にあっては、１６５円）

消費電力量１キロワット時当たり２２

円（７月から９月までにあっては、２

４円）

第２競技場 ３０分又はその端数ごとに６３０円

改め、同表のその他の電気設備の項中

改める。

専

用

桃 園 市 民 プ ー

ル

大 型 映 像 装 置 ３０分又はその端数ごとに７

４０円

専

用

総 合 体 育 館 大 型 映 像 装 置 ３０分又はその端数ごとに３

７０円

専

用

桃 園 市 民 プ ー

ル

大 型 映 像 装 置 ３０分又はその端数ごとに７

４０円

「

」

を

「

」

に

「

」

を

」

「

に
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   付 則

この規則は、令和３年１０月１日から施行する。
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北九州市公告第７０１号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４８条第５項ただし書の規定に

よる許可の申請の提出に伴い、同条第１５項の規定により、次のとおり利害関

係を有する者の公開による意見の聴取を行うので、同条第１７項の規定により

公告する。 

令和３年１０月５日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

１ 建築物の建築計画 

（１）  申請者 

北九州市八幡西区大字野面７２９番地の１ 

有限会社ビッグバン

代表取締役 藤井武史

（２） 敷地の位置 

北九州市八幡西区大字野面２４４０番地の１及び２４４１番地の１ 

（３）  用途地域 

第一種住居専用地域 

（４）  建築物の主要用途 

自動車修理工場 

（５）  工事種別 

新築 

２ 意見の聴取の期日 

令和３年１０月１５日（金）午後２時から 

３ 意見の聴取の場所 

北九州市八幡西区木屋瀬東一丁目１２番１号 

北九州市立木屋瀬市民センター 第１集会室 

6



北九州市公告第７０２号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和３年１０月５日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域又は工区に含まれる地域の

名称 
開発行為者 

北九州市小倉北区霧ヶ丘一丁目１０

５４番９５から１０５４番１０１ま

で 

北九州市八幡西区下上津役四丁目

１番３６号 

大英産業株式会社 

代表取締役 大園 信 
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北九州市公告第７０３号 

  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、随意契約の相手方

を決定したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則

（平成７年北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公

告する。 

    令和３年１０月５日 

                                  北九州市長  北 橋 健 治   

１  物品等の名称及び予定数量   

    コークス ２，２００トン  

２  この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

    北九州市技術監理局契約部契約課 

    北九州市小倉北区城内１番１号 

３  契約の相手方を決定した日   

    令和３年９月２２日 

４  契約の相手方の名称及び住所   

    株式会社三誠商会 

    北九州市八幡東区西本町一丁目１０番８号 

５  契約金額   

    １トン当たりの金額 ８万１，４００円 

６  契約の相手方を決定した手続   

    随意契約 

７  随意契約の理由         

    地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第５

号に該当するため 
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北九州市訓令第１０号

                             庁中一般  

北九州市副市長以下専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和３年９月３０日

北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市副市長以下専決規程の一部を改正する訓令

北九州市副市長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１０号）の一部を

次のように改正する。

 別表第３の１５の表の局長の項第１号中「の規定による」を「に規定する」

に、「同法第９条の４第１項」を「いずれも危険物の規制に関する政令（昭和

３４年政令第３０６号。以下「危険物政令」という。）別表第３」に改め、「

規定する指定数量」の次に「（以下「指定数量」という。）」を、「以上の」

の次に「同表に規定する」を、「危険物を」の次に「貯蔵し、又は」を加え、

「危険物の規制に関する政令（昭和３４年政令第３０６号。以下「危険物政令

」という。）」を「危険物政令」に改め、同表の予防部長の項第１号中「の規

定による」を「に規定する」に、「同法第９条の４第１項に規定する指定数量

の倍数が３，０００に相当する数量（移送取扱所にあっては、指定数量）以上

の第４類の危険物を取り扱う危険物政令第３０条の３第１項に規定する指定施

設」を「いずれも局長専決事項」に改め、「同項に規定する」を削り、「１０

」を「１００」に改め、「屋内貯蔵所、移動タンク貯蔵所、屋外貯蔵所及び」

を削り、「除く。）」の次に「及び敷地面積が１，５００平方メートル以上の

給油取扱所」を加え、同項中第１６号を削り、第１７号を第１６号とし、第１

８号を第１７号とし、同項第１９号中「の規定による」を「に規定する」に、

「の承認」を「（その設置又は変更の許可が局長専決事項又は予防部長専決事

項である製造所等に係るものに限る。）」に改め、同号を同項第１８号とし、

同項第２０号中「の規定による」を「に規定する」に、「の承認」を「（その

設置又は変更の許可が局長専決事項又は予防部長専決事項である製造所等に係

るものに限る。）」に改め、同号を同項第１９号とし、同項中第２１号を第２

０号とし、第２２号から第１０１号までを１号ずつ繰り上げ、同表の消防署長

の項中第１９号を第２１号とし、第１３号から第１８号までを２号ずつ繰り下

げ、第１２号の次に次の２号を加える。

（１３） 危険物規則第６２条の５の２第３項に規定する地下貯蔵タンク等の

漏れの点検の期間の延長（その設置又は変更の許可が消防署長専決事項であ

る製造所等に係るものに限る。）

（１４） 危険物規則第６２条の５の３第３項に規定する地下埋設配管の漏れ
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の点検の期間の延長（その設置又は変更の許可が消防署長専決事項である製

造所等に係るものに限る。）

付 則

 この訓令は、令和３年１０月１日から施行する。
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